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年金制度改革に関する意見書

乎成 10年 9 月
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1. はじめに

わが国経済社会は、経済の成長力が急速に鈍化する一方で、少子化の進

行に歯止めがかからず、粛齢化が世界に類を見ないスヒ°ードで進展する等、

急速に成熟社会に向かいつつある 。 このような歴史的変化の中で、わが国

の経済発展を支えてきた社会経済システムの限界が顕在化してきており、

2 1世紀を迎えるにあたり、わが国が豊かで活力ある成熟社会を築くため

には今までの諸制度を抜本的に見直すことが求められている 。将に、政府

の「変革と創造」を目指した六大改革はアクションの時を迎えている 。

年金・医療・介護•福祉といった社会保障の諸制度は国家財政及び税制

と表裏一体であり、 21世紀の日本の活力を引き出す方向での改革を早急

に進めることが重要である 。 当委員会では、特に平成 1 1年度の財政再計

算に向けて年金審議会を中心に改革議論の進みつつある年金制度について 、

抜本的改革が不可欠との認識のもとにその改革の方向に関する意見を取り

まとめた。

現在、わが国経済は戦後最悪といわれる不況に直面しており、経済再生

が喫緊の課題である 。年金制度に対する不信感が老後への不安を醸成し個

人消費を抑制していることも不況の一因となっている 。長期的に持続可能

な信頼のおける年金制度のビジョンを示し、早急に制度改革に着手するこ

とが必要である 。

2. 現在の年金制度の問題点

①不公平

現在の公的年金制度は 「社会全体で萬齢者等を支える制度であり、その

費用は社会全体で負担するもの」 （年金白書）との考え方で成り立ってい

る。然し乍ら、①少子高齢化の進展により 、現行制度を維持するためには、

現役・将来世代に過重の負担を強いることになること［世代間の不公平］、

②国民すべてが平等に負担すべき基礎年金制度が、国民年金制度の大量の

未納者・未加入者等の問題（国民年金制度の約 1/ 3を占める）によって、

第 2号被保険者（厚生年金・共済年金加入者）に過度の負担をもたらしてい

ること、③ライフ・スタイルの多様化により、専業主婦と働く女性の間の

不公平感が生じていること等の問題が発生している 。

②複雑な制度

現在の公的年金制度が、国民年金に加えて、厚生年金、公務員等の共済

年金を包含していることから、本来、企業や個人の選択や責任に帰すべ き

問題にまで各種の制約がある 。 老後の保障は、公的年金に加えて私的年金、
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退職金制度、貯蓄制度等と合わせ総合的に検討すべき課題であるにも拘わ

らず、厚生年金基金は厚生省、適格年金は大蔵省、財形貯蓄制度は労働省

というように行政の管轄が入り組んでいることもあって総合的なビジョン

が描けていな い。公的年金制度に加え私的年金制度や医療保険、介護保険

などと合わせ老後保障全体の在り方が討議されるべきでる 。

③積立不足

公的年金制度は、これまで給付水準を引上げる一方、適正な保険料負担

を求めてこなかった結果、厚生省の発表数値で報酬比例部分に 350兆円に

のぼる巨額の積立不足が生じている 。現行の事実上の賦課方式を継続する

とすれば、今後の少子面齢化の進展に伴い、将来世代の負担は極めて重く

なり、又、企業に対しても過重の負担を強いることにも繋がり、日本経済

の活力を削ぐことになる 。

④硬直的

わが国経済社会の変化は、公的年金制度設立時に想定し得なかった個人

のライフスタイルの変化をもたらし、今後も益々多様化していくことが予

想される 。 主婦の就業を含む女性の社会進出、人材派遣などの職種拡大に

よる新しい働き方の登場、嵩齢者の就業等に対して、公的年金制度は必ず

しも対応できていない。

少子高齢化を迎えるわが国にあって年金を支える現役層の拡大を促すとと

もに、雇用の流動化に伴う転職の増加にも対応する私的年金も含む年金制

度の再構築が必要となっている 。

⑤情報開示

年金改革の議論に際し厚生省は年金審議会の議事録や資料をインターネ

ットなどを使い公開するとともに、 5つの選択肢を提起するなど、従来に

ないオープンな検討プロセスの開示を行っていることは評価できる 。然し

ながら、選択肢の計算根拠や過程の詳細、シミュレーションのデータ、国

民年金・厚生年金・各種共済年金の財政実態等については未だ情報開示が

不十分といわざるを得ない。年金問題は年金の専門家のみならず、国民全

員が議論すべきものであることを考えると、データを徹底開示しこれを民

間が共有することよって透明性の嵩い諧論を行うことが必要と考える 。

3. 年金制度改革の方向

(1) 基本的な考え方

当委員会では、本来国民一人ひとりのものである年金制度について、

「シンプル」 「フェアー」 「フレキシブル」 「自助努力を促進（セルフ・

ヘルプ）」の基本理念の下に将来のあるべき姿を早急に検討し 、 21世紀
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の高齢化社会の支えとなるべき制度として再構築することが必要と考える。

国がその負うべき役割を明確にした上で透明性の商い制度を提示すること

により、国民一人ひとりが自己責任原則に基づいて個々に将来設計を行い

行動することが可能となり、現在の個人消費低迷の一因となっている個々

人の将来への不安を払拭できるものと考える。

同時に、年金制度の改革は国の財政改革、税制改革と一体のものであり、

公と私の役割の明確化とともに「自らの努力が報われる」社会を目指した

税制を含めた制度改革が必要と考える。

(2) 年金制度改革に関する具体的方向

①公的年金は国民全員を対象とした基礎年金制度に特化

現在の公的年金制度は、国民年金対象者の約 1/3が未加入者・未納者

•免除者で占められおり、既に「国民皆年金」の原則から外れている 。

「公的年金は、国民全員を対象として老後を保障すべきもの」と考えれば、

抜本的改革に早急に着手すべきである。

公的年金制度は「国民全員に最低限の老後を終身保障する」ことを目的

に、報酬比例部分を切り離し、基礎年金部分に特化すべきと考える。基礎

年金部分が保障するナショナル・ミニマムの水準については社会保障制度

にとって極めて重要な問題であり、負担とのバランスを含め国民的な議論

の上で決定すべきと考える。基礎年金部分は「国民全体で広く薄く財源を

負担する」ことが肝要であり、財政方式を現行の賦課方式を継続すること

とし、財源については現行の社会保険料から間接税（目的税）に移行する

ことを提案する 。 間接税を財源とすることによって、第 2号被保険者の過

重な負担感や専業主婦と働く女性との不公平などの払拭にも結びつく 。

②公的年金報酬比例部分の民営化と私的年金の充実を

a) 報酬比例部分の民営化

公的年金から切り離した報酬比例部分については、 「世代間の扶助」の

役割を基礎年金部分に委ねることによって、 「自助努力による年金」に特

化すべきと考える。そのためには財政方式を現行の修正積立方式（事実上

の賦課方式）から完全積立方式に移行するとともに、当該積立部分を民営

化することが必要であると考える。

尚、民営化することについては、行政改革委員会の「行政関与の在り方に

関する基準」 （平成 8年 12月）に述べられている「世代間の負担の公正

を確保するという観点から、若年世代老年世代、あるいは現在の世代と将

来の世代の間の世代間の所得再配分効果の強い施策からは原則として撤退

する」との方針とも合致する 。
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b) 私的年金の充実

更なる老後保障の上乗せ部分については企業年金、個人年金の私的年金

に役割を委ね、自らの保障は自らが積み立てる仕組みを奨励するとともに、

その選択肢を拡大することが肝要である 。 そのためには、税制を含めたイ

ンセンティブの整備が重要であり、この整備とともに、確定拠出型年金の

導入などによる選択肢の拡大の施策が不可欠である 。

C) 年金税制の改革

現行の年金税制は年金の種類によって扱いが異なっており 、早急に拠出

時・運用時非課税、給付時課税の原則に則った税制 の一元化を図るととも

に、嵩齢者の公的年金等所得控除廃止と総合課税の導入を検討すべ きと考

える 。 南齢者層においても収入レベルは幅広く分布していることから 、年

金やその他の老後保障に関わる収入も含めて受給時に課税することによっ

て老後世代の中での公平性と高齢者世代と現役世代の公平性が図れるとと

もに、現役世代にとっては将来に備えた拠出を促す ことに繋がると考える 。

税制整備の際には 、①年金の種類によって格差を生じさせないこと、②

労働力の流動化に対応しポータビリティを確保すること、③確定拠出型年

金の導入にも対応できること、等にも留意が必要である 。

尚、当委員会では今後、報酬比例部分民営化（私的年金への移行）の具体的

方向づけとともに、企業年金等の私的年金について税制、企業会計面等も

含め検討を進め、年金制度全体について提言する予定である 。

③報酬比例部分の積立不足対策を明確に

報酬比例部分の積立方式への移行に際して、現行の賦課方式に起因する

積立不足が顕在化する。この巨額の積立不足を如何に解消するかが問題と

なるが 、 これは政府のこれまでの施策に起因するものであり、政府の責任

は免れない。世代間の不公平を極力抑制し円滑に完全積立方式に移行する

ためには 、先ず 35 0兆円の積立不足額そのものの縮小を図ることが肝要

であり、その手段として、以下の施策をはじめとする諸対策を実施すべき

と考える 。

く積立不足削減のための施策＞

①給付水準の引下げ

給付水準の引下げにより積立不足を縮小させることが可能である 。

現状を十分に説明し国民の納得を得た上で、賃金スライド制の廃

止を含め給付水準の引下げを実施する 。

②在職老齢年金の適用拡大

労働年齢が高齢化することを踏まえ、年金受給時に一定額以上の

勤労所得のある階層には、年金を支える側に回るという観点から、
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在職老齢年金制度（給付のカットと保険料負担）の 65オ以上への

適用拡大が必要である 。

③年間給与に対する保険料率設定

現在月収のみを標準報酬として保険料を徴収して いるが 、雇用制

度の多様化に対応して年俸制が拡大している 。 この動きに対応し、

ボーナス部分を保険料・給付の算定に反映する必要がある 。

④他の社会保障制度との整合性

医療保険や介護保険等の他の社会保障制度との整合性を図り、―

重給付を解消することも検討すべきと考える 。

このような施策を実施した上で、どうしても残る積立不足の問題につい

ては、長期間をかけて特定の世代に過重の負担とならない筋道を示すとと

もに、選択肢のひとつとして「国債によるファイナンス」も検討すべきであ

る。

以上
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1 年金制度改革に関する意見書（ポイント）
平成10年9月
関西経済同友会
経済政策委員会

| 1 Xはじめに・!| 
・低成長・少子高齢化の中で豊かで活力ある成熟社会を築くため構造改革が必要
・年金制度への不信感が老後への不安を醸成し個人消費を抑制→景気低迷の一要因

仁コ
匡民の視点から抜本的改革を検討

| 3月造蘊函鯰涵l
シンプル(Simple)
フェア(Fair)
フレキシブル(Flex ib I e) 
セルフヘルプ(SeIf-he Ip) 

透明性の高い制度
国民が自己責任原則に基づいて将来設計

ょ
自らの努力が報いられる社会を目指した制度改革

長期的に持続可能な信頼のおける年金制度のビジョンの提示と
早急な改革着手が必要

髯喜［言覆産豆星奎董國り薗璽嘉〗ll]l]ll[I ー政府の責任大一

詞
•世代間の不公平
大正13年生まれ 保険料負担 700万円→年金給付額 6,100万円
昭和59年生まれ II 6, 300万円→ II - 5, 800万円

•国民年金の未納者、未加入者
国民保険加入者1,936万人に対して664万人（約3分の1) が未納 • 免除・未加入
→第二号被保険者（サラリーマン、公務員）に過重の負担

・専業主婦と働く女性
専業主婦は保険料未払で基礎年金給付あり

1盆複雑な制度――-J

公的年金 （厚生省）

:m叫｝総合的ビジョン描けず
財形貯蓄 （労働省）

（③積立不足

報醜比例部分に350兆円の積立不足→将来世代・企業への過重な負担

I④硬直的 l 
ライフスタイルの変化（女性の社会進出、人材派遣など）

I⑤情報開示不十分|
シミュレーション・データ、各種年金の財政実態など未だ情報開示不十分

|①公的年金は国民全員を対象とした基礎年金制度に特化

• 国民全員に最低限の老後を終身保障する目的
•最低限（ナショナル・ミニマム）の水準は国民的議論が必要
•国民全体で広く薄く負担 → 間接税方式へ移行

I②公的年金報酬比例部分の民営化 1 

・民営化（国の役割は基礎年金、サョナル・ミニマム確保に限定）
・豊かな老後は自助努力で 賦課方式→積立方式

基礎年金 報醜比例部分

｀、官、；；；`担、1—·---ヽ：：口：；：．：、ぎ‘:-、、~ ・~~‘・、 自助9孟竺り•ヽ•
財政方式 、 賦課方式 積立方式・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. ······························· ·· ········ · ···· · ·················· · · ·· •·· · ············· · ···· · ··· · · · ·· · · · ············ · · · ····················• · 

微収方法 税方式（間接税） 社会保険方式

l③私的年金の充実 l 
•選択肢の拡大 確定給付と確定拠出
・ポータビリティの確保
・年金税制の改革
拠出時・運用時非課税、給付時課税の原則に一元化
確定拠出型年金に優遇制度導入

I④報酬比例部分の積立不足に明確に対処 l 積立不足は政府の施策に起因
・政府の解決策は賦諜方式による先送り（給付水準引下げと保険料率引上げ.A~0案）

・追加施策（案）
・在職老齢年金の適用拡大 (65歳以上にも拡大）
・総報酬制の採用 ・給付の賃金スライド廃止
•他の社会保障制度との整合性（医療保険や介護保険との整合性、二重給付の解消）

＜ •長時間をかけて特定の世代に過重の負担とならない道筋を
•国債によるファイナンスも検討諜題



，
 



［少子高齢化の進展］ （資料5)且g典：年金審議会資料］

1995年 2050年

①老年人口 14.8% 32.3% 

②生産人口 69.3% 54.6% 

①I② 21.4% 59.1% 

…65歳以上

…15~64歳

（生産年齢 5人に老人 1人） （生産年齢 2人に 1人）

［社会保障給付費の推移］ （資料2)［出典：年金審議会資料］

1970年 1994年

高齢化率 7.1% 14 1% 

(65歳以上の割合） （高齢化社会の仲間入り） (1994 10.l現在）

社会保障給付費 3.5兆円 60.5兆円

年金給付費 0.9兆円 31.0兆円

（対社会保隊給付費i 24.3"/o 51.3"/o 

（対国民所得比） 1.4% 83% 

医療警 22.9 l/k P=1 

［積立方式と賦課方式の比較］ （資料6） ［出典：年金審議会資料

（添付資料 I)
［公的年金民営化の提言と問題点］ （資料 18) ［出典：年金審議会資壁］

積立方式 鼠課方式

考え方 I将来の年金給付に必要な原資を年金給付に必要な費用をその時々の

保険料で予め積立てていく方式現役加入者からの保険料で賄う方式

保険料 1 保険料率は基本的に積立金の 保険料率は基本的に年金受給者と

運用益により決まるため、金主L現役加入者の比率により決まるため、

変動の影響を受けやすい。（人ロムロ構成の変動の影響を受けやすい。

1995年
［出典：平成9年度版年金白書］

［公的年金積立金の流れ（金額 1996年度末残高）］ （資料 19)

(95 I 94) 
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厚生省

年金積立金 126兆円

民営化提言の要点 民営化の問題点

・現役世代の負担の軽減 ．穀酬比例年金の廃止

①戟酬比例年金廃止 基襄年金のみ （特に企業年金のない被用者の老後の

②公的年金の圧縮（スリム化） 所得保陳の問題）

・自助送カ・送訳橿2拡去

企業年金、個人年金への移行

・積立方式への移行 ・積立方式への移行

制度の収益率の改善 ①物価・賃金の変動の危険性への対処可能セ

世代間の負担の不公平の是正 ②切替時の二重の負担

貯蓄・労倒の促進 ＊厚生年金の過去期間の債務（後代負担）

現在価値総額 350兆円

=1000万円／被保険者 1人（一時金）

＝保険料率 5％分／被保険者 1人

．稽.....,¥合渾用m効率イヤ▲

(105) 
資金運用部

25年間で社会保陳費は 17倍。社会保陵費の半分以上が年金給与。

医療費より年金の伸びが大。

［国民負担率の将来推計］ （資料3)i出典：年金審議会資料］

1994年度実績 2025年⑨行ケース）

国民負担率 NI比 35.S'lん 51.5% 

（滋在的国民負担率 NI比 (39．笠も） (73.4%) 

内社会保篠負担率 NI比 12.5% 18.3"/o 

内社会保障給付率 NI比 14.1% 33．ざlo

年金財政 1 保険料拠出者
からの要誼 からの妻n

市湯運用事業 1住宅融賢等
24兆円 1 0兆円

社会資本整傭の妻精

各種政策金融の要請

その他の分野

92＊円

［年金種類別の税務上の取扱］ （資料26)

10歳［大正 13年／1924)]

50歳［昭和 19年／1944)]

30歳［昭和 39年/1964)]

10歳［昭和 59年/1984))

6、100万円

6,200万円

5,800万円

5、800万円

第一号被保険者｛自営業者等） I 保険料納付者

1936万人 1心0万人 172万

第一号被保険者の 1/3が、未納者、免除者、未加入者。

年金福社事業団 各種財投機関等

••• 財政赤字を含む。

現行制度の下では、 2025年の国民負担率は 51.5％（財政赤字込 73.4%)。

［且代間の年金給付額1保険料負担の関 9 ］ （資料 7）［出典＇：平成 9年9度版年金白書］

翁店朗玲 ①年金給付額 ②保険料負担額 ①l② 

700万円 8.7倍

2,800万円 2.2倍

4,800万円 1.2倍

6,300万円 0.9倍

6,700互円 0.9倍

［未納、未加入等の状況J -(資料8)［出典：平成9年度版年金白書

未加入者

158万人

信託銀行、生命保康会社 1 一郎

投資願問会社による委託運用 自家運用

下―三3)事務コスト／保陰料ぽニ ―口
8 ---· ー--· · --— · ·-· ····. 一 ．．． ． ー·

国民年金
6 1 -----・ ----. -- •一

4 -•----• --• .--· • ・ー・・一
2 .----・ -—•一 •• ·· ·- -― .. .

I O 1986 1987 9988 1989 1990 1991 1991 1993 1994 ：ロ
国民年金の事務費負担率大。

［税法式導入について］ （資料 16)［出典：年金審議会資料］

ー10歳［平成 16年12004l | -5g的0万円

若い世代ほど負担大。 I II I -. ;. :; ~= --Iヽ 91 ・ ・ ：’ -`9,`- '‘•Y: ,. ... I ［現役サうリーマソA氏と退職者B氏の課税状況］ （資料25)

現行 梢費税方式導入後

消1t税率 5% 現行国庫負担分 lt -•• 般 1け泊k ic 当
8. 2% (3. 2％増） （＊I) 

現行国眼負担分も祥i1{• 悦 1r. •9 ·I ， 3% (-1 :',%1情）
国民年金保険料 月額 13,300円 月額 0円

厚生年金保険料率 17. 35% 13. 05% (,1 :J、1/o杖）

(*I)ピーク時 (2025年）には消費税率の引上げ転は6. 1 %, 

基礎年金を消費税で賄う場合、 3．岱んの税率 upの反面、

国民年金保険料は、負担なし。厚生年金保険料は、 4．岱俎咸。

適祐年金制度 厚生年金基金制度 偏人年金制度

（拠出峙）

会社拠出金 経費として損金算入 経費として損金算入

従業員掛金 原財として従業員負担薫し 社会保険料控除を適用 生命保険料控除を適用
生命保険料控除を遍用 （偏人年金保険料
（控除隕度釘 5万円） 控除隈度額 5万円）

（賢産課税） 特別法人課税約1% 原則非鰈税 原則非課税

（受給時） 退職年金 ：嫌所得として諜税 雑所得として鰈税 雑所得として課税
課税所褐＝年金給付額 課税所得＝年金給付額 課税所得＝年金給付額

ー公的年金等控除額 ー公的年金等控除額 ー（年金年額

ー配偶者控除 ー配信者控除 x支払保険料総額
ー缶覆控除 ＇ 一基覆控除 ＋年金総額）．： 

注 （適格年金の所得区分）

退職一時金 ：退鼈所得

遺族年金 ＼相続税課税対象

遺族一時金 （

年金制度によって異なる取扱い。

［公的年金等の課税最低限（平成8年分所得）］ （資料 24)

つ5歳以上夫婦 ：（配偶者が 70歳以上） 3,346千円

参考）現役世代（給与所得者）の課税最低限 夫婦 ：209.5万円

老年世代を優遇。 ［出典：年金審議会資料］

（東京ファ イナンシャルプランナーズ試算、単位円、Ali控除額）

「-A氏（30)の湯合一―→ ! I B氏(65)の場合 l 

＜妻〉

（基碇 ・厚生 975,300 
振替加算）

咋

紐T
 

給与収入 4.000.000 I 〈夫〉
給与所得控除 .A.1.340.000 !年金（基礎 ・厚生 2,680,400 
社会保険料 .A.423.036 ! 年金）収入
配偶者控除 .A.760.000 !公的年金等控除.A.l,420.100
配偶者特別控除） ！釦得（年金以外）・ 出 ．300
基礎控除 ▲蕊．000！社会保険料 .A.IOS:ooo 

l 
諜税所得 l.OS6.000 :老年者控除 .A.500.000 

！配偶者控除 .A.760.000 
啜．600!配債者特割控除）
54.800 !組慶控餘 ～凹．000

I 
，課税所樽 〇

＇ 

.A.1.400.000 

゜「出典：日経新聞97年 4月27日l





（添付資料2)

現行の年金制度体系（習材 l)
'厚生省の示した「 5つの逗択肢」（唱花手11)

打祗

私的年金

公的年金

2裔

自営業者等
1936万人
（第1号被保険者）

専業主婦
1202万人
（第3号被保険者）

民間サラリーマン

3882万人
（第2号被保険者）

，公務貝等

7020万人

（出典：平成9年度版年金白書、加入者数は1997年3月末現在）

国民年金被保険者の負担と給付の現状について（全甜は、平成9年度価格） （；各斜q)

（注）人；iは｀ 「平成7年公89年全加入状況弓的査」 （社会保験庁、 H7 . 10. 151~.'年兵印喋を餘 ＜ ． ）
及び「＃紐J （社会保ほ庁）によった．

給付水準

雑闊比例年金

国民年金の

被保険者の

かっこ内は

（坦

老齢甚廷年全

． 
保験1北訥付；3月数十｛柔験料免餘月仕／3

~ 0年X1 2 

第 1号拉保険者

{I. 7 8 1) 

保険料納（寸

在 1号捻保験もとな
るもであるが．加入
の手紐きを行って
いない者

負担水準

12,S00円／月

65. 458X 

第 2号襟保験者

(3. 4 8 2) 

• 20~59 fir.の者

↓ 

珀/j,}()0竹

［応能紐I

［叫 X 1?.35 % X 1/2 ] 
ギ ーナJX 1% X 1/2 

A案 現行制度の絵付丘計を姓持する案

前回の平成 6(1994)年改正に基づく給付水準や支給開始

年齢等を雄持する．

厚生年金の最終保険料牢は．月収の34.3% （ポーナスを含

む年収の26.4%)に上昇．

B案 厚生年全保険料牢を月収の30％以内にとどめる宴
序生年金の姓終保険料牢を｀前回の平成 6(1994)年改正

の前提であった月収の30% （ポーナスを含む年収の23％程度）

以内にとどめることとし、その範囲内に収まるよう給付殺計

を見直す．

平成37(2025)年度時点で支出紀狂を 1割程度抑制するこ

とが必夏

C案 厚生年金保険料率を年収（ポーナスを含t,')の20％程
度にとどめる案

厚生年金の最終保険料牢を、ポーナスを含む年収の20%

程度（月収の26％程度）にとどめることとし、その範囲内

に収まるよう給付役計を見直す．

平成37(2025)年度時点で支出紀額を 2割程度抑制するこ

とが必要．

D案 厚生年金保険料率を現状程度に雑持する案

厚生年金の最終保険料牢を、現状程度の月収の20％程度（ポ

ーナスを含む年収の15％程度）にとどめることとしその

範囲内に収まるよう給付設計を見直す．

平成37(2025)年度時点で支出総額を 4割程度抑制するこ

とが必要．

＠公的厚年生金年は金基の礎際年止金 （民営化） 案を基本に一階建ての年金とするととも

に、厚生年金は庚止し、積み立て方式による民間の企業年金

または飼人年金に委ねる．

給付債務紀甑
2.640井l'l

厚生年金の保険料牢

訳
30 

五科15卜17.35%
Ill 10 

5 

゜ヌ庄9(l997)年5 累三］？（2025)年5

A笈(34.3切
8笈{30%訥 ）

C星(26"粗E)

D妥[20え月5)

（天料）ぼ生省［1998 }

宮

厚生年盆保険料寧の将来応し （沓詞 I3)
斬人口肩U刃応試貫 ”ヽ盾保隈nエ 343% 

駅人口員計刃応以鱈 勧墨平攀a険n"' 30.4% 
,..r.. r●●●  n "•rr rrr .. 
平虞6年肩計貫絞霞保饒＂零 29.8'16 

•• •• •~ ----------------•• -----·~ー ・平成6年肩It鱒働竺平畢保籟9i寧 26.2"6 

30~,------~-------

｀ 
L---

ぉI・ヽ
I 

厚生年金の支出紀探

郎訊
A茎(34. 3え！
B裏(1R租ng;
（茎(2t1謡瞑：
Dt(4朔が現；

平王！：（！悧1年！ 1む7ll02SI年1

{t:.)支ピ．g区は平只6(l9941年；伍Bです，

叫 知 I.7、3J̀<

且紛 7 x 
叫 堆秘~ dく 仮裔炉f

5L 計 3!)、µく—→ 3がX

゜＂丑 9 12 17 22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72 “れ199711≪エn(2()(J51匹 101(2015，口1(2025112030心03511釦 0)(2045)ぽ泌I（西S1<20G01

（注） Iii人口IIlt31応“翼の動感平卓保陰9a寧は．平成12(2000)年虞以悶．一定の保鰹9在と万る場合の保険
"寧です．

厚生省の示す民営化にあたっての「二重の負担」（；；祈斧~ID)

1.厚生年金の給付債務

(1) f麦代の負担となる1責務発生の原因

語の保験14半IJ)
引上げにより侑う分

420兆円
｛呻四ffl)
300北円 ＾ 
縣RJU:ml-

吋墨il)
(“"’:19X) 

保萩料
(I 7.35％分）
1.210兆円

次のとおり費用の一郊は後代［t担とし．保欧料水を打米にわたり段附（（．）に引き

上げることとしているため．後代のR担となる｛R行が充生
• O.l!l佳 ）}~を巧迩し 、 これまで給付水mに見介ったは験料を徴収 して こなか

ったこと

• 物伍や只金の ． I •• 印こ応じた給 I•I 改i'i lこだする R}II は後代ii担としてきたこと

・れ度削公以1-'l'.Ill入者JV11:1の紀い行にも・・・出水mの給付を丈給してきたこと

宮晶:1見匁芯芦沿；じ
780糾Pl I 1.860兆円

平成11年度末

（資料）厚生省(1998] 
（注）新人口推計に対応した粗い試算．

ぽ渾輻酬上昇~ 4.0% 
惰費者物価．I：昇牢 2.0% 
運m和1回り -5.5% 

(2)後代の負担となる債務郭

① 過:iiJOlrJIに対応した給付のうち．駁1こtnみ立てられているH立金で1が足りず．

11来の保飲料によりまかなうこととなる部分

490兆1り（うちl.,.生年金（一．閉湛分） 350兆l'l)

依欧料半悦算： 7.0%

② 11 米叩I iこ H応した給（•1 のうも ． 以ti保欧M 水 17 . 35 ％ではJ,'.りず ． 1q火の

保験料半の引き上げによりまかなうこととなる邸分

1201~1り（うち序 II ,• 年金（二陀部分） 3001~ 1' 1 )

保欧n~~ :i,:: G.0% 

2.厚生年金（二餡部分）を民営化した｀合の問冠（二重の負担）

① 過ムnlnI1こ印仙したl"湘金（二閉邸分）の後代の負担となる偵枡

3S01¥;['1（蔽保荻./fl人当たり1.ooom11>
は験料字込頁 ：5.0%

¥
 

② これにl』Iえて、及9仕附代は日分の分のほ験ttn担が必仮
（以行の船•I水mを繰t,\するならば． 切り村え9、91こ．駁ti以上の仕験nn担が必fi)

‘
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7.厚生年金制度における世代間の年金給付額と保険料負担の関係（概念図）

8.未加入、未納等の状況

9.国民年金被保険者の負担と給付の現状について

1 0.積立不足と二重負担

1 1. 2 1 世紀の年金を選択する一年金改革• 5つの選択肢ー（概要）

1 2.厚生省が示した厚生年金の保険料率と年金月額の選択肢

1 3.厚生年金保険料率の将来見通し

1 4. ナショナル・ミニマム議論のための資料

1 5.社会保険方式と税方式

1 6.税方式導入について

1 7.諸外国の基礎年金制度

1 8.公的年金民営化の提言と問題点

1 9.公的年金積立金の流れ

20.公的年金の事務コスト

2 1.確定拠出型年金

22.総報酬制導入に伴う負担と給付の在り方

23.施設入所者に対する費用徴収等の現状

24.老齢年金に対する課税の仕組み

25.現役サラリーマンA氏と退職者B氏の課税状況

26.年金種類別の税務上の取扱



｀ 



1・現行の年金制度体系

個人年金（生命保険等）

私的年金

公的年金

自営業者等 専業主婦 民間サラリーマン 公務員等
； 

1936万人 1202万人 3882万人
（第1号被保険者） （第3号被保険者） （第2号被保険者）

7020万人
‘‘..’・ヽ｀ 

（出典：平成9年度版年金白書、加入者数は1997年3月末現在）



ヽ



2 社会保障給付費ーの推移

0 年金を始めとした社会保障給付表は、南齢化の進行に伴い、年々増大しており、

平成6年度では 60.5兆円となり、このうち年金は31.0兆円と半分以上 (51.3%)

を占め、国民所得比で 8.3％となっている。

昭和45年度(1970) 平成 6年度(1994)

：`高齢化率 7. 1 %・ 14. 1% 

(65歳以上の割合） （高飾化社会の仲間入り） (HG.10.1現在）

社会保障給付委 3. 5兆円 6 0. 5兆円

年金給付費 0. 9兆円 3 1. 0兆円

（対社会保障給付要） 2 4. 3% 5 1. 3 % 

（対国民所得比） 1. 4%  8. 3%  

（兆咀

30 

25 

20 

15 

年金31兆円

社会保障給付費の 1/2以上

国民所得比8. 3%  

1 9 9 4年度

社会保障給付費合計

60兆4,・5 1 8億円

年金

31 兆24 円ヽ
(51.3%) 

ヽ
ノ

/• 

医療

,.22兆8,746億円
‘ ~ (37. 8怜）

，， 
9‘ .,. .,. 

・ヽ

ヽ

•• 
讐

ヽ
響‘’

10 
その他

6兆 5,849億円

5ト 賃，，，，／
~ ---~ (10. 9%) ----------

--一←―― 一9・ / ---に

゜1970 1975 1980 1985 1990 1994（年度）

（出典 ・・ 紅も蟻条食斜＼
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3 国民負担率の将来推計（経済瑯説会財政・社会保障問題ワーキンググループ）

〇現行のままでは、将来の国民負担率は51. 5％となり、これに一般政府財政収支の赤字分を加：えた潜在的国民負担率は

7割を超えるものと見込まれる。？替在的国民負担率を 5割以内とするためには、社会保障制度改革と財政支出抑制の両方を
実施することが必要。

94年度実績 ⇒ 2 

゜
2 5 年 度

現行ケース 社会保問制度改革(1) 財政支出抑制(2) (3) [ (1) + (2) J 

国民負担率
NI比

3 5. 8% 5 1. 5 % 4 8. 7 % 5 1. 4% 4 8. 4% 

（潜在的国民負担率） (3 9. 2 %) (7 3. 4 %) (6 0. 0 %) (5 9. 0%) （ ）． 
. . ........ ...................... .. .. . . .. . .. ... . . . ...... ■ · · ····• · ·· · ··· -- --· · ···--···--· ........................ ••••••••••HO•o•••••o••••••••••••••••••oo•••OO•O ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． •••••••••••••••••••••••••••••• •••••••••••••••••• ・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・............................. 

うち社会保腑負担率 NI比 1 2. 5 % 1 8. 3 % 1 7. 3 % 1 8. 1 % 1 7. 2 % 
.....--•一............ . ..... . . .. . ...... .. . ..... .. ..... .........•••....●.・ ● ..・●••・．・. •••••••••••••••••••••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・●..●.・....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........ ••••••••••••••••••••••••••••••• •• ••••••••••••••• ............ 

うち社会保障給付率 NI比 1 4. 1 % 3 3. 8% 2 7. 0 % 3 5. 1 % 2 7. 4 % 

一般政府財政収支
GDP比 △2. 6% i △1 4. 7% △8. 3% △5. 7% 1. 7% 

·••••·•••••·•••••••••••· ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ................................................ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ................................................ ···········••.a••······················.......... 
NI比 △3. 4% △2 1. 9 % △1 1. 3 % △7. 6% 2. 2% 

. .. . ........... .......•..● · ●. ． ・... . ...... ・...·●..響●. . . .·.・........... .... . .......... . ......................... ................................................ ．為森．.•.;9.·, ． : ................................................ ...................................................... ................................................ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・--・・・・・・・....--・・・・--・ 
うち社会保蹄焔金収支 GDP比 2. 9 % ・ゥ： △5. 8 % △0. 6 % △7. 8 % △1. 3 % 

一般政府資産残高 GDP比 △ 7‘. 5 % △153. 4% △9 6. 8% △5 0. 2% 1 0. 7 % 
．．................................................... ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. ........................ ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・........................................ •••••••••••••••••• ••••••••• •o0•000•00••••••••••••••" •••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＿．．．．．．．囀．．．．．．

うち社会保11瓶砧金残高 GDP比 4 2. 5 % △9. 9 % 4 1. 5 % △ 1 8. 4 % 3 9. G % 

経常海外余剰 GDP比 2. 7% △1 4. 3% △5. 6% △6. 0% 3. 6% 

平均経済成長率 (2011~2025年） 1. 9 % 1. 1 % 1. 4% 0. 9% 1. 2% 

＇ 

（注 1)社会保障制度改革：年金の完全65歳支給をはじめ、医療、介護、育児、而用等各分野における制度の変更を想定

（注2)実質政府支出の伸びをゼロとし、加えて政府罷終硝骰支出の削減を想定

（注3)7替在的国民負担率＝国民負担率十 一般政府財政収支
（唸吃，声£配給喰叶）





＃．国民負担率の推移

50 (%) 

45 

40 

35 

30 

25 

20 

15 

10 

□財政赤字
□社会保障負担
薗税負担

~ 33.3 39.5 39.3 39.2 39.1 41 42.2 43 45.2 44.7 45~ 

5
 

1゚970 1975 1980 1985 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 
（年度）

（注） 1996年度までは実績、 1997年度は実績見込み、 1998年度は当初見込みである。
（＊）の計数は、財政赤字のうち、国鉄長期債務及び国有林野累積債務の一般会計
承継に係る分を除いたベースである。

大蔵省資料
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人 口 構成 割 合 の 推移 と 見通 し

〇我が国の人口構造は、老年人口の生並年齢人口に対する割合 (G5歳以上人口／15~G4歳人口）が、

ら20 5 0年には59. 1％に達するなど、一屈の少子・高齢化が見込まれている。

1 9 9 5年の 21. 4 ％か

100.0% 

90.0% 

80.0% 

70.0% 

60.0% 

50.0% 

110.0% 

:30.0% 

20.0% 

10.0% 

0.0% 

1920 19~0 ]975 2025 2050 2075 2100 

年次
(II i典）柊． 務／r ilc i l•J筍「平成7!「国勢；肌I脊 J、 |TI}'r. t 1：会［i駕・人 n l/! I芯研究所「 I:l 木(/)将来1(t nl • 人 1:IJ （平成9年lJI)に＇より作成。

（出典：年金審證会資料）





ら．積立方式と賦課方式の比較

（主に報酬比例年金について行われている諾論）

積立方式 賦課方式

考 〇将来の年金給付に必要な原 0 年金給付に必要な要用をそ

え 資を保険料であらかじめ積み の時々の現役加入者からの保

方 立てていく方式 険料で賄う方式

保

険

料

〇保険料率は基本的に積立金

の運用益により決まるため、金

利変動の影響を受けやすい（人

口構成の変動の影響は受けに

くしヽ）

〇保険料率は基本的に年金受

給者と現役加入者の比率によ

り決まるため、人口構成の変動

の影響を受けやすい（金利変動

の影響は受けにくい）

〇 （賃金上昇率＋人口成長率）＜利子率 O （賃金上昇率＋人口成長率）＞利子率
率 Iの場合、賦課方式に比べ、保険 の場合、積立方式に比べ、保険
料率が低くてすむ 料率が低くてすむ

悶 〇賃金上昇、インフレがあった
畠 場合には、現役加入者に保険料
； の追加負担を求めない限り、対
対
応 応ができない

〇賃金上昇、インフレがあった

場合には、その時点での現役

加入者の保険料で対応

〇制度発足時の高齢・引退世代

に相当水準の給付を行うため

には制度発足時の世代がその

分の保険料を負担することが

必要

制

度

発

足

時

の
対 〇現役世代は制度発足時から 0 現役世代は制度発足時に低

応 自分の将来の給付のために相 い保険料負担ですむ

当水準の保険料が必要

〇制度発足時の高齢・引退世代

に高額の保険料負担を求めず

に、その時点の現役の保険料

負担によって相当水準の年金

を給付

（出典：年金審緞会資料）
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 平成6年

時点年酔

90歳

［大正13年］
(1924) 

［保険料負担は小さいが、厚生年

言言温霊言；なかった］

70歳

［昭和19年］
(1944) 

［保険料負担が小さい一方、自ら
の親に本格的な年金給付がある
ため、私的扶養の必要性が薄い］

50歳

［生 年］

厚生年金制度における世代問の年金給付額と保険料負担の関係（概念図）

• • • • • • • • ・“--------• -• -----• ---- • • -- • • • • • ： 「世代の枠」の大きさはその世代：
：の現役時代の人口規模をあらわす：・ ・ ・ --・ -・ ・ -------・ ・ ・ ・ ---・ --------------・’ 

［明治37年］
(1904) 

、

、

必

料
の
険

養

保

扶

、

旬

）

的

が

9

4
私

る

3

6
と
あ

和

，

代

で

い

園

（

世

度

き

の

程

大

親
同
は

の
は
担

ら
性
負

自
要
は

＇

、

30歳

［昭和59年］
(1984) 

［自らの親の世代に比べて、
、料負担がさらに大きい

10歳

(-10歳） ［平成16年］
(2004) 

［保険料負担が罷も大きい
・（以降の世代も同水準）

保険］

私的扶蓑

年金受給世代 ，

養育・遺産

年金給付額

6,100万円

＇ ·. • 
・ヽ1’ . 9, 
, ・.'・現役世代

` ’ ，． 
9 ,• ’, ‘ 

: ; 9 

,.. : ̀, :、̀.・': : .• 

現役世代
＇ ヽ ・，． 

近い将来の現役世代 ：

将来の現役世代

保険料負担（元利合計額）
本人 400万円 (300万円）
事業主400万円社会保険料控除を考燻

した実質的な負担分

6.200万円

1.500万円 (1,300万円）
1.500万円

5,800万円

2,600万円 (2,200万円）
2,600万円

5,800万円

3.400万円 (2,900万円）
3.400万円

厚

生 ＇

年

金

:' 

5.800万円

3.600万円 (3,100万円）
3,600万円

制

度

（注） 1 平成6(1994)年財政再計算結果に基づき、最終的な保険料率は29.8%、本人の老齢年金受給期間は平均的に
81.4歳までとしています。
2 年金給付額と保険料負担については、 「夫と妻（専業主婦で夫より3歳年下）」の場合を想定しており、 20歳
から59歳まで (70歳の人についてはその8割の期間のみ加入）の平均標準報酬月額は340,000円としています。
3.額はすへて1人当たり（平成6(1994)年度価格）を示しています。
4 保険料負担のほかに、税負担のうち年金給付に充てられる分（国庫負担分）があります。

（出典：平成 9年度版年金白書）





8. 
未納、未加入等の状況

為：塚：5淡：丹：祠況：淡：簑：：：：将：況：五：翠：5：さ：・：志：寄：：：・：
未．未

：：魯．
1蒻・<.17.2・ [̀9万人喜食gl：蕊翁：蕊：翠：翠：合哀：：5：高：硲：；::::;,;,;,

自営業者等

1936万人

（第1号被保険者）

専業主婦

1202万人

（第3号被保険者）

民間サラリーマン 公務員等

3882万人

（第2号被保険者）

7020万人

（出典：平成9年度版年金白書、加入者数は1997年3月末現在）
・`雪 ・ヽ 、 ｀ 





9 国民年金被保険者の負担と給付の現状について（金額は、平成9年度価格）

（注）人数は、 「平成7年公的年金加入状況等聞査J （社会保険庁、 H7.10.15時点。兵血阻を除く。）

及び「事禁年雑J （社会保険庁）によった。

給付水準

····· ············ ··· ······ ·· ··· ··· ·· ··•• •••• •• -・・・・・ ••••••••• ••• •••••• •• ••• 

報酬比例年金

老齢甚礎年金 ＝ 65, 458X 保険料納付済月数十保険料免除月数／3

国民年金の

被保険者の

かっこ内は人

（単位

1/3 

第 1号被保険者

(1, 7 8 1) 

保険料納付

第1号杭保険者とな

る者であるが、加入

の手続きを行って

いない者

； ： 
9,..... :.....、......

12,800円／月

負担水準

［免除者］ 屈紐亙翠 (H7年度末現在）
〇 法定免除
． 悶害年金受捻者 (2級以上）

•生活保団被保屈者等

0 中訊免除
・所得がないとき

同一世帯に生活保屈の被保屈者がいるとき

• 免除基準該当者（住民税所得割非諜税等）

※ 1 0年問は、追納が可能。

⇒追納を行えば、捻付の計算について保険料納付済みlIn問
として評価される。

要屈出

①～③を潤たす者は第 3号被保険

者となる。

① 20歳～59歳の者であること

②第2号械保険者の被扶茂配偶者で

あること

（D年収 13 0万円以下

4 0年X1 2 

第2号被保険者

(3、48 2) 

* 20~59歳の者

（応能負担］

［甕;~7 . □ 5%゚ ／｀巴］

麟を満たす者は第2号被保険者

となる。

① 1日の所定勤務時間が一舷社員の

所定勤務時問のおおむね 3/ 4 

以上

② 1、か月の勤粒日数が一般社員の所

定労iり日数のおおむね 3/4以上

※ 使用関係の実態に応じて判定

（出典：年金審議会資料）

・・・：





/0、 積立不足と二重負担

靡言言霜分

490兆円

匠饗塁讐門
玲付債務総額 II（保険料率揆算： 7.0%)

2.630兆円

積立金 ，
180兆円

平成ll年度末

420兆円

戸雪喜言器分］： 

（保険料率換算 ：60%)

保険料

(17.35％分）
1,210兆円

将来期間に対応

した給付債務
1,860兆円

（注）新人口推計に対応した粗い試算です。
標準報酬上昇率 40% 
消費者物価上昇率 2.0% 
運用利回り 5.5% としています。

1.厚生年金の結付債務
(1)後代の負担となる償務発生の原因

次のとおり費用の一部は後代負担とし、保険料率を将来にわたり段階

的に引き上げることとしているため、後代の負担となる債務が発生

・負担能力等を考慮し、これまで給付水準に見合った保険料を徴収し

てこなかったこと

・物価や賃金の上昇に応じた拾付改善に要する費用は後代負担として

きたこと

•制度創設以降、加入者期間の短い者にも一定水準の結付を支給して

きたこと

(2)後代の負担となる債務額

① 過去期間に対応した給付のうち、現に積み立てられている積立金で

は足りす、将来の保険料によりまかなうこととなる部分

490兆円（うち厚生年金 (2階部分） 350兆円）

保険料率換算 ：7.0%

② 将来期問に対応した給付のうち、現行保険料率17.35％では足りす、

将来の保険料率の引上げによりまかなうこととなる部分

420兆円（うち厚生年金 (2階部分） 300兆円）

保険料率換算： 6.0%

2.厚生年金 (2階部分）を民営化した湯合の問題（二重の負担）

① 過去期問に対応した厚生年金 (2階部分）の後代の負担となる債務

350兆円（被保険者1人当たり 1,000万円）

保険料率換算： 5.0%

② これに加えて、現役世代は自分の分の保険料負担が必要

（現行の給付水準を維持するならば、切替え時に、現行以上の保険

料負担が必要）

（出典：平成9年度版年金白書）





I I. 2 1 世紀の年金を選択する一年金改革• 5つの選択肢ー（概要）

選択肢 主な手法等 参 考

A案
‘`” 心• ヽ ： ． ＾ ヽ、 ， ． Rベマ•ヽ•

＿ ＿―- 虹°基礎年金 ・軽酬比例年金の給付水準や支拾開始年齢等は、現行制度のまま。

⇒厚生年金の最終保険料率は、月収
（標準報酬）の34.3%（ポーナス
を含む年収〔総報酬〕の26.4%) 
に上昇

B案

金の最終保険料率を、平
6年改正の前提であった月収（標準
報醒）の30%（ポーナスを含む年収
〔総殿醜〕の23％程度）以内にとど
める.....ととし、その範囲内に収まる
よう給付設計を見直す。
⇒平成37(2025)年度時点で支出
総額を 1割程度抑制

スを含む年収（総報酬）の20％程度
（月収〔標準報酬〕の26％程度）に
とどめることとし、その範囲内に収
まるよう給付設計を見直す。
⇒平成37(2025)年度時点で支出
総額を2割程度抑制

以下の手法の中から達切なものを組み合わせる。

（給付面）
＜給付の水準に関するもの＞

•• D案

の心↑ミかか石千 C 、
度の月収（標準報酬）の20％程度（
ポーナスを含む年収〔総報酬〕の15
％程度）にとどめることとし、その
範囲内に収まるよう給付設計を見直
す。
⇒平成37(2025)年度時点で支出
総額を4割程度抑制

°¢益森雲点禁醤雰栞塁羞塁且梨•し・・←贄靡菜・点品ね甘屯9瀬は引き下げない。 1
・夫婦の標準的な年金額について、妻の平均的な厚生年金加入期間も踏まえて
給付水準を抑制する。
・賃金の高い者に重点を置いて給付水準を抑制する。
0賃金スライドの見直し
裁定後の年金について、賃金スライドは行わず、物価スライドのみとする。
0在謀者の年金の見直し • 
60歳台後半の在庶者について、その賃金等に応じて年金の支給を制限する。
0一定以上の収入等のある者について、年金の支給を制限する。

＜給付の期間に関するもの＞
0支給開始年船の見直し
・老齢基礎年金と本来支給の老餘厚生年金の支給開始年齢を65歳から67歳に
引き上げる。

•60歳台前半の特別支給の老齢厚生年金の定額部分の支給開始年飴の引上げ
計画を早める。
.60歳台前半の特別支給の老齢厚生年金の報酬比例部分（別個の給付）の支給
開始年齢を引き上げ、老鈴厚生年金の支給開始年飴は65歳とする。

等

等

（負担面）
0保検料引上げ計画の見直し等
・保険料の引上げ計画を早め、できる限り将来世代との公平を図るとともに、
積立金の運用収入を活用して将来の保険料率の増大を抑制する。

0平成 6年改正による制度成熟時の標準的な
年金額
(40年加入、夫婦2人、妻は専菜主婦の場合）

年金月額 2 3. 1万円
所得代替率 対手取り総報酬62%

0仮に給付水準（給付乗率等）の抑制だけで
支出総額を抑制することとした場合｀ ．平成37
(2025)年度における年金額と所得代替率の
イメージは次のとおり。
(40年加入、夫婦2人、妻は専案主婦の場合）

B案年金月額 2 0. 7万円
所得代替率 対手取り総軽酬55%

C案年金月額 1 8. 6万円
所得代替率 対手取り総報醜50%

D案年金月額 1 3. 9万円
所得代替率 対手取り総報酬37%

等

0なお｀これは参考数字であり、他の手法を
組み合わせた場合は、この年金額まで抑制
する必要はなくなる。

E案 0公的年金は基礎年金を基本に 1階建ての年金とする。
02階部分に当たる厚生年金は廃止し、 1階を超える部分は積立方式による企業年金や

ての年金とするとともに、厚生年金 1 個人年金によって老後の生活設計を図ることとする。
は廃止し、積立方式による民間の企
棠年金又は個人年金に委ねる。

0企菜年金のない中小企業等で伯く者への対応
0想定を超えた大幅な経済変動への対応
0切替時の二重負担の問題への対応

~‘‘ 會 ヽ・

（注） 0給付水準の抑制を行う場合においても、原則として、抑制されるのは年金額の伸びであり、現在受給している年金額を引き下げるものではない。
0平成37(2025)年度に支出総額の抑制が完了するよう支出総額を逓減させた場合を前提としている。
0表終保検料率は、現行の引上げ計画 (5年ごとに2.5%)で引き上げた場合を前提としている。
0金額は、平成6年度価格である。

（出典：年金寄瑶会資料）
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r3厚生年金保険料率の将来見通し
げも）
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新人口推計対応試算 段階保険料率

新人口推計対応試算 動態平準保険料率
-.... - -瓢，二，二， 1二，＇二占日-=•ぶ·ぶs,二2．．＝→

平成6年再計算段階保険料率

34.3% 

30.4% 

29.8% 

--....... -----•`、- -----------...――ー・ロ・
平成6年再計算 動態平準保険料率 26.2% 

゜平咸一年度9 l 2 l 7 22 27 32 • 37 42 4 7 52 57 62 67 72 
（西暦）（1997)(2000)(2005) (20 l 0) (20 l 5) (2020) (2025) (2030) (2035) (2040) (2045) (2050) (2055) (2060) 

（注）新人口推計対応試算の動態平準保険料率は、平成12(2000)年度以降、一定の保険料率とする場合の保険
料率です。

~ `~ ` • 





／サ．ナショナル・ミニマム議論のための資料

1. 現行老齢年金及び生活保護水準

(1) 老齢年金

モデル世帯（夫婦 2人）

月額 230,983円 （内訳） 基礎年金額（夫） 1:35, 000円

II(妻） 65,000円

厚生年金額 100,983円

（夫のみ厚生年金40年加入、 妻は専業主婦）

(2)生活保護

月額 115,552~174,859円（老人 2人世帯、 72歳男、 67歳女）

2. 忘齢者世帯の収入、消＿費支出等の状況 （月額：円）

商齢者世帯 （参考）現役世帯

年 間 収 入 3,822,000 5,976,000 

貯蓄現在高 20,987,000 6,436,000 

負債現在高 675,000 5,096,000 

支出金額 累計 支出金額 累計

食料 61,049 74,367 

住居 19,615 80,664 27,957 102,324 

支
光熱水道 14,684 95,348 16,230 118, 554 

家具家事用品 10,365 105, 713 10,572 129, 126 

出
被服履物 10,796 116 509 1 7, 198 146, 32.:J 

保健医療 12,333 (128, 842 ~ 10,237 156,561 
交通通信 21,227 150,069 35,655 192,216 

教育 ， 150,078 13,827 206, 04:3 
教養娯楽 27,900 177,978 31,838 237,881 

交際費その他 59,628 237,606 53,475, 291, 35ti 

（資料：総務庁「平成 6年全国消費実態調査」）

（出典： 平成 9年度版年金白薯）





／よ 社会保険方式と税方式

・民間金融商品

（私的保険原理） [

ノ

式方
付

担

険

給

負
＋
 

保

要

能

会

二

必

応

j

社
•生活保護

・無拠出年金

負担の有無に関係なく

必要な額を支給

ク［ 保険原理
疇．

『一

＼

ノ

ヽ
炉ヽ

／ 

ヽ

ヽ
、 給付と負担との間に
ヽ

‘ 厳密な関連性

｀ ` 

保険原理
必要に応じた

所得保障

給付と負担との間1-

密な関連性

o• 

一- -------

ヽ

ヽ
ヽ

参

ヽ

ヽ

必要に応じた

所得保障

税方式の国民

（基礎）年金

ヽ
ヽ
／ 負担の有無に関係なく． 
必要な額を支給

負担に関係なく必要に応じた給付設計が可能となる（所得・資産

の保有に応じた年金給付となる一方で、負担に応じた給付は確保

されなくなる（年金受給に対する権利性の欠如））。





/6 税方式導入について

消費税方式を導入した場合の負担は以下の通り試算されている C

現行 硝贄税方式導入後

消贅税率 5%  現行国庫負担分は一般財源允当

8. 2%  (3. ?.%J曽） （＊l) 

現行国庫負担分も消裂税允 当

9. 3 % (4. 3%l曽）

国民年金保険料 月額 13,300円 月額 0円

厚生年金保険料率 17. 35% 13. 05% (4. 3%減）

•r 

．．
 

、

ー

•r
f 

(* 1)ヒ°ーク時 (2025年）には消費税率の引上げ幅は 6. 1 % ~ 

【消背税率 ．厚生年金保険料の試算の前提】

①基礎年金拠出金の社会保険料負担を消費税負担とした場合の試算

納・ 末加入分は不支給。平成 10年度予算値）。

②厚生年金保険料率の変化については、厚生年金が負担し ている基礎年金拠出

金が消費税に置き換わったものとして試算（過去の未納・ 未加入分は不支給c

平成 10年度予算値）。

③消費税収入は 1％あたり 2.

（過去の未

7兆円として計算し ている。

（出典 ：年金帯議会資料）





9 諸外国の基礎年金制度

国 仕組み 財 源 受給資格

オース トラリア 税方 式 政府が全額負担 男 65歳、女 60歳

10年間の居住

カナダ 税方 式 政府が全額負担 65歳、10年間の居住

40年間居住で満額年金

デンマーク 税方 式 政府が全額負担 67歳、 40年間居住で満

額年金

フィンランド ※ 被保険者、事業主、政府 65歳、10年間の居住

が負担 40年間居住で満額年金

アイスランド ※ 事業主と政府が負担 67歳、3年間の居住

40年間居住で満額年金

オランダ 社会保険方式 基本的に被保険者と政 65歳、40年間拠出で満

府が負担 額年金

ノルウェー ※ 被保険者、事業主が負担 67歳、 3年間の居住

政府は赤字分を補填 40年間居住で満額年金

シ̀― 卜‘‘ ニュー 一7ソ 税方 式 政府が全額負担 62歳(2001年までに 65

歳に漸次引上げ）、 10

年間の居住

スウェーデン ※ 被保険者、事業主、政府 65歳、3年間の居住

が負担 40年間居住で満額年金

イギリス 社会保険方式 被保険者、事業主が負担 男 65歳、女 60歳

一定期間の保険料拠出

日 本 社会保険方式 被保険者、事業主、政府 65歳、25年間の拠出

が負担 40年間拠出で満額年金

（注 1) ※印の国については、被保険者｀事業主に拠出を求めているが居住期間のみによって

年金額が決められている。

（下記の米国社会保障庁の貸料では、税方式及び※印の国については、併せて

Universal Pension（普逼年金）として整理）

（注2) イギリスは、全就労期間の 9割程度の拠出期間で満額年金。満額年金に必要な期間の

4分の 1に満たない場合受給権は発生しない。

幽：「細Security畑戸直m如加World-1錮磯疇祈等に基づき年金局で整理

（出典：年金審議会資料）





戌、 公的年金民営化の提言と問題点

l 民営化提言の要点 l 

〇現役世代の負担の軽減

①報函比例年金廃止

基礎年金のみ

②公的年金の圧縮

（スリム化）

0 自助努カ・選択幅の拡大

・企業年金、個人年金へ

の移行

〇積立方式への移行

•制度の収益率の改善

•世代間の負担の不公平

の是正

・貯菩・労働の促進

lo積立金運用の効率化

---;: 

〔民営化の問題点 ー

〇報酬比例年金の廃止

↓ 

特に企業年金のない被用者の老後の

所得保障の問題

〇積立方式への移行

↓ 

①物価・賃金の変動の危険性への対処

可能性

②切替時の二重の負担

※原生年金の過去期間の侯務（後代負担）

現在価値総額 350兆円

=1000万円虚保険者 1人（一時金）

＝保険料率 5％分咲皮保険者 1人





)9公的年金積立金の流れ（金額は 1996年度末残高）
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厚生年金

国民年金
．．．．．．．． ．．．． ．． ． 

被保険者

事業主

保険料

1 , l ~~ 
厚生省

年金積立金 1 2 6兆円

年金

ヒ 年金受給者

資 金 運 用 部

年金財政

からの要請

保険料拠出者

からの要請

社会資本整備の要請

各種政策金融の要請

,
 市場運用事業

24兆円

住宅融資等

1 0兆円

その他の分野

92兆円

年金福祉事業団 各種財投機関等

.

.

.

.

.

.

.

.

.. 9

.T
 

信託銀行、生命保険会社

投資顧問会社による委託運用

一部

自家運用

参照 ： 「平成 9年度版 年金白書J
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20 公的年金の事務コスト

（兆円）
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(3)事務コスト／保険料収入
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（出典： 平成 9年度版年金白書）





2/確定拠出型年金

(1) 概要

〇 あらかじめ定めた算定方式により掛金を拠出し、掛金額とその運用収益との合

計額を基に給付額を決定する給付設計の年金。

〇 諸外国では、年金原姿を加入員ごとに管理し、また、加入員が運用方法を選択

する形が一般的である。

〇 現在の厚生年金基金は、確定給付型年金であり、確定拠出型の給付設計は認め

られていない。

〇 諸外国では、確定給付型と確定拠出型を組み合わせたもの（ハイブリッド型）

も多い。

［参考］ 確定給付型年金（給付建て年金）

給付額が一定の算定方法に基づきあらかじめ定められ、これを賄うために必要な年金原

姿を積み立てるための掛金を数理計算により算出し、拠出する年金．

(2) メリット・デメリット

一般的に言われている確定給付型年金と比較した場合のメリット、デメリットは

以下のとおり。

0 メリット

・ 掛金が確定され給付が事後的に決まるため、母体企業にとって後発負担が生

じないこと

・ 年金原資を加入員ごとに管理する場合には、各加入員が常に拠出額の運用残

高を把握できること

• 一般的に短期間で受給権が付与され、転職に際してポータビリティが高いこ

と

• 一定の範囲内で加入員が運用方法を選択できる仕組みも設計できること

0 デメリット

• 投資リスクを加入員が負う形となること

・ 給付額が事前に確定せず、老後の生活設計が不確定になりやすいこと

• 加入員が運用方法を選択する場合には、安全性を重視し、投資対象が低リス

ク・低リターンのものになり、将来の運用収益が低くなる場合があること

・ 年金原資を加入員ごとに管理する場合には、加入員ごとの詳細な姿産運用記

録の管理が必要になること

（出典：年金審議会資料）





2ス 総報酬制導入に伴う負担と給付の在り方

総蔀酬制導入の必要性＝負担の不公平影E l 
1. 月給のみが賦課のベースとなっていることによる負担の不公平の是正

2. ボー文ス支給の定着・給与支払形態の多様化（年俸制・メリット制）への対応

ユ文
負担の在り方

［現行】

↓ 
標準報酬月額X1 7. 3 5％十ボーナスX1%
仕艮 59万円））

（労使折半）

E四四四声零月卦合王杢謬窃声罪豆霙疇奎攀
国恩知定の必要性・設定する場合の具体的な在り方について検討する）

給付の在り方

【現行】報醗団郷分の給付設計

平均標準報洲月額x可処分所得スライド率 X給付乗率 X捌甜謬期間l ⇒ ：口゜•99 X：二：：： X40年 (=100,983) 

【変更の考え方】

1.ボーナスを保険料賦課のベースとする以上、i 口二乏互忍塑えたものを給付算定のささ文と

する必要があるのではないか。

2.月給にボーナスを加えたものを給付算定のベースとしつつ、現行の給付乗率 (7.5/1000)をその

まま使うと給付額が大きくなるので、 ' ` - -—· ーヽ互旦竺邑夏があるのではないか。

3.月給の額が高いほどボーナスの支給割合も大きいという傾向があることから、一律の乗率とした

場合、高額な月給の場合は給付算定のベースにボーナスを加えることで、より高額の年金額とな

る。このため、恒給き器点王反殴●ー額み茨ぎ窯な` ぽど乗率を逃巖することが必要ではないか。

4.なお、紺寸算定のベースは、現行のとおり、月給を基本とし、伊号男匁器含C〉ては別ー ・祖竺→
琶で、一部を給付に反映させる考えもあるのではないか。

（虫曲・午仝志浮今ふ年1.¥





2~. 施股入所者に対する費用徴収等の現状

現 ノf丁ー 制 度 介護保険制度創 設後 施設数

利用者負担 費用負担 利用者負担 費用負担 （定員（ベッド）数）

〔費用徴収〕 国 1/2 
約47万円 国 2/8 3.458 

本人の収入等に応じ 市および福祉事務
都道府県 l/8 (235,992) ＇ 負担 所を設置する町村

`;:4万円］
特別 養 護

（最高24万円） 市町村 l/2 市町村 l/8 
（平成8(1996)年老人ホーム

その他の町村 介護保険の保険料 10月1日）

〔::月4.5万円］
都道府県 l/4

4/8 
町村 l/4 

〔利用料） 国 4/12 
約50万円 1,754 

施設毎に設定 都道府県 1/12
(153,524) （月6.0万円程度）

市町村 1/12 

`:2担7万円］老人保健施設 開常生活費分の］ 医療保険の拠出金 （平成9(1997)年1.3万円を含む 6/12 
6月末）

生活保護対象者には

一定額の生活扶助

〔一部負担〕 国 4/12 
約6.1万円 1,623 

入院 都道府県 1/12
(179,852) 月約3.0万円 市町村 1/12 

〔

1割負担3.8万円］
老人病院 食事負担 医療保険の拠出金

＋食事負担 （平成8(1996)年
月約2.3万円 6/12 

5月 1日）． 

〔

］活保護対象者］
は医療扶助

ヽ

r
f
 

.、.
`
f
 

位）介護保険制度創設後の利用者負担については、平成7(1995)年度価格を使用しています。

例えば、老人医療で入院をしている場合でも年金支給はそのままである。

（出典：平成9年度版年金白書）





2り 老齢年金に対する課税の仕組み

〇税制上の所得区分

〇公的年金等控除（定額控除＋定率控除）

最低控除額

定額控除額

定率控除額

〇各種人的控除

雑所得

1 4 0万円 (65歳未満は 70万円）

1 0 0万円 (65歳未満は50万円）

定額控除後 ~3 6 0万円

~720万円

720万円～

.
,

9
 

9
,
9
 

.
,
.
9
,
 

25% 

15% 

5% 

上記の公的年金等控除を行った後、雑所得額が算定されるが、これ

に他の所得を合わせた後、以下の所得控除を行って課税所得を算出。

①老年者控除 5 0万円 ： 

（年齢65歳以上、所得控除前の合計所得額 1,000万円以下の者に適用）

②配偶者控除 3 8万円

（配偶者が 70歳以上の場合

③配偶者特別控除 3 8万円

④基礎控除 3 8万円

4 8万円）

〇公的年金等の課税最低限（平成8年分所得）

• 6 5歳以上

• 6 5歳末満

夫

単

婦 （配偶者が70歳以上）

（配偶者が70歳未満）

2, 3 4 2千円

9

9

 

3

3

 

4 8 8千円

3 4 6千円

夫

単

身

婦

身 9

9

 

2

1

 

1 3 7千円

1 1 0千円

（参考）現役世代（給与所得者）の課税最低限

夫婦： 2 0 9. 5万円

単身： 1 1 0. 7万円

x. 
鴫

・





ふす 現役サラリーマンA氏と退職者B氏の課税状況

（東京ファイナンシャルプランナーズ試算、単位円、▲は控除額）

← A氏（30)の場合 B氏(65)の場合

給与収入 4,000,000 〈夫〉 〈妻〉

給与所得控除 Al,340,000 年金（基礎・厚生 2,680,400 （基礎・厚生 975,300 必s-5?o o 
社会保険料 A.423,036 年金）収入 振替加算）

配偶者控除 ） A.760,000 公的年金等控除 Al,420,100 Al,400,000 

配偶者特別控除 雑所得（年金以外） 344,300 )',L V.. 3D O 

基礎控除 A.380,000 社会保険料 .A.105，會000
一ク丘°咤2ユ

老年者控除課税所得 1,096,000 A.500,000 

［所住得税
配偶者控除 ） A760,000 

109,600 
配偶者特別控除

民税 54,800 
基礎控除 A.380,000 

I 課税所得

゜ ゜（出所）「日本経済新聞」 (97年4月27日朝刊）

、..





ヽ

尋 ． 年金種類別の税務上の取扱

適格年金制度 厚生年金基金制度 個人年金制度

（拠出時）

会社拠出金 経費として損金算入 経費として損金算入

従業員掛金 原則として従業員負担無し 社会保険料控除を適用 生命保険料控除を適用

生命保険料控除を適用 （個人年金保険料

（控除限度額 5万円） 控除限度額 5万円）

（資産課税） 特別法人課税約 1% 原則非課税 原則非課税

（受給時） 退職年金 ：雑所得として課税 雑所得として課税 雑所得として課税

課税所得＝年金給付額 課税所得＝年金給付額 課税所得＝年金給付額

ー公的年金等控除額 ー公的年金等控除額 ー（年金年額

ー配偶者控除 ー配偶者控除 x支払保険料総額
一基礎控除 一基礎控除 ＋年金総額）

注 （適格年金の所得区分）

退職一時金：退職所得

遺族年金 ‘相続税課税対象

遺族一時金）

ペ
．9
．
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